






































１　料金制度の見直し

項　　目 内　　　容

平均改定率 ２０．６％以下

　※令和４年度から令和13年度の10年間の財政見通しにおいて、
　　以下の方針を妥当とし、この方針を順守できる水準に設定

　　　・投資の規模は 950億円／10年
　　　・企業債借入の水準は 300億円／10年
　　　・内部留保資金は 25億円を下回らない

算定期間 令和６年度から令和９年度の４年間

料金体系の見直しの
方向性

水需要の減少に強い料金体系への見直し
　①基本料金での回収割合の上昇
　②中大口径の従量料金への依存の見直し

　※示された案では、一般家庭用への配慮により、②の課題
　　解消には至っていませんが、逓増度は現行水準を維持で
　　きており、目標は概ね達成できていると考える

公衆浴場用料金
基本料金は一般用と同様に改定
従量料金は1段目の改定率を緩和

私設消火栓料金
基本料金は廃止
従量料金のみ一般用の従量料金に準じた改定

個別需給給水契約制度 全体的な需要促進には繋がらなくなってきているため廃止

合併地区検針期間 全体の約９６％を占める隔月検針に統一

２　負担金制度等の見直し

項　　目 内　　　容

工事負担金 受益者負担の原則に基づき無料区間を廃止

加入負担金 料金見直しとのバランスを鑑み、現行制度を維持

給水装置設計審査・
検査手数料

金額区分を口径２５ｍｍ以下と４０ｍｍ以上の２段階に改定

分岐工事監督費 全口径同一金額に改定

３　改定の実施時期

令和６年４月１日

料金制度等の見直しに関するまとめ（案）

令和5年10月11日 審議会用


